フランス コウキョウイク セイド ノ シテキ ケイセイ ニオケル ジユウ ト コッカ 4 コウキョウイク ヘンセイ ゲンリ ニオケル キョウイク ノ ジユウ ト キョウイク ニヨル トウゴウ ノ イソウ by 今野  健一
フランス公教育制度の史的形成における自由と国家 (4)- 今野
フランス公教育制度の史的形成における
自由と国家 (4)
-公教育編成原理における ｢教育の自由｣と
｢教育による統合｣の位相-
今 野 健 一
≪目次》
はじめに
第1章 序論として
第1節 問題の発生と展開
第2節 問題の射程と本質
第2章 革命期における ｢教育の自由｣と ｢教育による統合｣
第1節 革命の開始と革命初期の教育改革構想
(以上 『山形大学紀要』〔社会科学〕第26巻第2号)
第2節 国民公会における諸教育計画と教育政策
第3節 総裁政府期の教育政策
第4節 小括 (以上 『山形大学紀要』〔社会科学〕第27巻第1号)
第 3章 国家による教育の ｢独占｣～ユニヴェルシテ独占の構築～
第1節 執政政府期の教育再編成作業のプロセス
第2節 第1帝制におけるユニヴェルシテ独占の樹立
第3節 復古王制期の教育政策における ｢独占｣の継承
第4節 小括 (以上 『法政論叢』〔山形大学〕第8号)
第4章 教会による ｢教育の自由｣の熱望～｢国家独占｣の解体と教育の国家
化～
第1節 7月王制期の初等教育政策における｢自由｣の射程と意義 (以上本
号)
第2節 第2共和制における ｢教師の共和国｣の挫折とフアルー法の成立
第3節 フアルー法の運用における第2帝制期の教育政策
第4節 小括
第5章 近代公教育法制の確立とその展開
第6章 結論
1
法政論黄- 第9号(1997)
第4章 教会による ｢教育の自由十の熱望
～.｢国家独占｣の解体と教育の国家化～
第 1節 7月王制期の初等教育政策における ｢自由｣の射程と意義く1)
〔Ⅰ〕7月革命と1830年憲章
i) 7月革命への道程～7月革命の勃発と復古王制の崩壊～
1829年8月､国王シャルル10世 (ChariesX)は､議会多数派に依拠す
るマルティニヤツク(Martignac)内閣に代わり､ポリニヤツク(Polignac)
のユルトラ内閣を成立せしめた｡これは代議院の穏健多数派への挑戦で
あり､ポリニヤツク内閣-の不信任を表明する｢勅語奉答文｣(Adresse)
が､1830年3月､221名の議員の賛成をもって可決された｡国王は代議院
を解散するが､総選挙の結果､政府反対派は以前にも増して強力になる｡
シャルル10世は､1814年憲章の第14条(｢国王は､---法律の施行および
国家の安全のために必要な規則およびオルドナンスを制定する｣)く2)を用
い､4つのオルドナンスを公布する｡その内容は､①出版の自由の停止､
②召集される前の代議院の解散､③間接選挙と県単位での議員選出､④
選挙権の地租･個人動産税納入者への限定､⑤議員数の削減 (430から当
初の258へ)などである(3)｡特に､選挙法の改正は､｢自由主義的傾向の強
い実業ブルジョアジーを除外して､貴族-大土地所有者層に参政権を独
占させ､新Lo議会に政府支持の多数派を創出｣(4)せんとするシャ)I,)I,10
世の意思を反映したものである｡
これらの措置は､いずれも憲章に違背するものではないoそれでもや
はり､議会制の実践に関しては完全な断絶が見られる｡後に7月王制下
で指導的政治家として活躍するアドルフ｡ティエール (AdolpheThiers)
は､7月26日､リベロ- (liberaux:自由派)の機関紙 『コンステイテユ
シオネル』(Constitutionnel)において､｢合法的な体制は中断され､力
の体制が開始される｡政府は合法性を侵した｡我々は服従するのを免れ
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るのである｣と記す(5)｡先の国王オルドナンスに対して反乱が勃発する｡
7月27日､パリでは軍隊が蜂起する｡手工業者･下層職人｡小商人｡学生
らが蜂起し､市街戦が展開される｡｢栄光の3日間｣(lesTroisGlorieuses:
7月27-29日)は､シャルル10世の抵抗に打ち勝った｡シャルル10世はイ
ギリスに亡命し､復古王制は崩壊する｡
ii ) ルイ=フィリップの正当性の問題
革命の原動力となった民衆やブルジョワ共和派が政治権力に接近する
のを阻止し､7月革命を方向づけるのは､大ブルジョワジーを中心とす
る議会の自由主義的な政治家たちであった｡その中核は､ラフイット
(Laffitte)､カジミー ル=ペリエ(Casimr-P6rier)ら銀行家グループや､
｢純理派｣(doctrinaires)のギゾ-(Guizot)らのグループである(6)｡シ
ャルル10世も共和制も斥け､彼らは､オルレアン公ルイ=フィリップ(Louis
-Philipped'Orleans)に王位を委ねるという解決を選ぶoルイ-フィリッ
プは､両議院の決議により王位に推され､8月9日､ブルボン宮において
改正憲章を遵守する旨の宣誓文を読み上げ､王位に就く｡
このとき､ルイ=フィリップの王位の｢正当性｣(16gitimitさ)が問題と
される.一方で､デュパン(Dupin)は､国王の統治の資格がその生まれ
に由来するものではないことを説明する｡それによれば､ルイ=フィリッ
プは､革命の大義へのその共感のゆえに､ブルボンとしてではなく､ブ
ルボンではあるけれども､国民によって自由に選ばれたのである｡この
議会多数派のテーゼに対して､ギゾ-は､宗家 (brancheafnee)の没落
の結果として王位に推された分家 (branchecadette)の長である限りに
おいて､固有の権利の名において国王はその権力を受け継ぐのだと言う｡
別言すれば､ルイ-フィリップは､ブルボンだからこそ､統治すべきなの
である｡彼は選ばれたのではない｡現実に､唯一の必要な人間だったと
いうのである(7)0
かくして､正当性の問題は､7月王制を樹立させたオルレアン派を2
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派に分裂させる.｢抵抗派｣(1aResistance)と｢運動派｣(leMouvement)
である｡ギゾ-率いる純理派と保守的なリベローを中核とする｢抵抗派｣
は､安定した終局的な状態に歴史を固定することを志向し､1830年を改
革の到達点と見なす｡他方､より急進的なリベローからなる ｢運動派｣
は､権力の個人集中に反対し､議会主義的な改革に向かう｡そのとき1830
年は出発点と見なされる｡もっとも､これら2派のうち､7月王制初期
の僅かな期間を除いて､抵抗派が一貫して政権の座にある｡特に､7月
体制の中心的イデオローグであるギゾ弓ま､｢『外には平和』(平和維持政
策堅持)､『内には秩序』(政治的･社会的保守主義､一切の政治社会的改
革に『体系的』に反対)を政治基調とする｣ (8)国政運営を行った｡ギゾ-
の純理派は､アンシャン｡レジームへの回帰とナポレオン的専制を拒否
する点でリベローとの接点をもちながらも､本質的に保守主義的な性檎
を内包しており､自由主義的であるというには程遠いように見える｡こ
の点は留意しておいてよい｡後に7月体制の教育政策を検討するとき､
その原理的 ｡思想的な基盤は､ギゾ--純理派において兄いだされるこ
とになるからである｡
ii) 1830年憲章の構造
1830年の革命は､法的には､新Lo憲法的な法文である1830年8月14日
の憲章 (Charteconstitutionneledu14aoat1830)(9)によって表現さ
れる｡代議院と貴族院は､1814年憲章前文の廃止と憲章の条項の修正を
可決するく10)02つの憲章の間の本質的な相違は､憲章の制定を司る観念
に存する｡国王の意思からのみ生み出された1814年の憲章に対して､1830
年の ｢改正憲章｣(Charter芭vis芭e)は､国民と君主の間の ｢協定｣の結
果である｡1830年の革命は君主主権を放棄する｡ルイ-フィリップは､
｢フランス人の王｣(roidesFrangais)という称号を採用する｡新しい君
主制の基盤は契約である｡それは､2つの正当性原理 (君主制原理と選
挙的原理)のみならず､2つの権力中枢 (国王と選挙された議会)の間
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の妥協を実現するものである(ll)0
1830年嵩章は､国民主権原理を採用する｡執行権は国王が保有するが､
国王は法律の制定を停止すること､またはその施行を免除することはで
きない｡法律発議権は国王と両議院 (貴族院と代議院)が共有する｡ 大
臣は､背信や汚職にとどまらず､無制限に両議院によって追及されうる｡
｢フランス人の公権｣(DroitpublicdesFranGais)については､憲章に
2つの修正が施された｡出版の自由が保障される｡カトリック教は公定
宗教たることをやめ､単にフランス人の大部分が信仰する宗教となる0
カトリック教の司祭は他のキリスト教の司祭とともに､国庫から俸給を
受けることとされた｡選挙制については､財産資格による制限選挙制が
維持されたo参政権を保有する法定国民(payslegal)の範囲については､
選挙権につき納税額が300から200フランに､被選挙権についても同じく
1,000から500フランに引き下げられたにすぎず､選挙人数は､1831年当
時は革命前の90,000人から166,000人に増加したにとどまる｡一部の富裕
層 (地主 ･上層ブルジョワジー)だけが選挙権を握るのである(12)0
ところで､1814年憲章の議会制は､ルネ･カピタン (RenさCapitant)
の定式によれば､事実上の議会制であった｡｢提携の精神は､国王に行政
権の特権を放棄させるまでには至らずに､少なくとも､国王をして､節
度をもってそれを行使するよう至らしめた｣(13)｡これに対して､1830年
憲章は､｢二元型｣(dualiste)､｢オルレアン型｣(orはaniste)の議院制で
ある｡すなわち､国家元首が依然として非常に重要な特権を保持してい
る議会制の形態であるO この ｢二元型議院制｣(r8gimeparlementaire
dualiste)､｢オルレアン型議院制｣(r短imeparlementaireorlをaniste)
においては､元首が大臣の任免権と議会の解散権をもち､大臣 (内閣)
は元首と議会の双方の信任を得なければならなかったOそこでは､元首
と議会の二元的な権力構造を前提とし､内閣を媒介として､行政 ｡立紘
両権の均衡が保持された(14)｡
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〔ⅠⅠ〕7月王制の社会的 ｡経済的背景と教育の関係
i) 2つの側面
19世紀､特に1830年の7月王制成立から1880年代までのフランス教育
史の流れは､その間のレジームの頻繁な交代にもかかわらず､およそ吹
の2つの共通する側面によって把握されうる｡1つは､産業革命の進展
に伴う､国家の側からの教育 (とりわけ､民衆の教育)への関心の高ま
りであり､もう1つは､国家と ｢教育の自由｣を掲げるカトリック教会
との ｢教育戦争｣の展開である(15)0
ナポレオン帝制期には､国家機構の維持に必要な人材を輩出するため
の中等教育施設が特に優遇され､下層民衆の教育に対する国家の配慮は
無用なものとされた｡民衆が無知であることこそが､国家や､その支配
者たる大ブルジョワジーの利益に適うと考えられた｡しかし､既に帝刺
の末期から民衆教育への関心の萌芽が見られ､復古王制を経た7月王刺
の時期には､議会制の発展による政治的な要請のほかに､より本質的な
要請として､国家の支酉己階級は､民衆教育の経済的 ･社会的な次元での
利用価値を確かに認識するに至る｡その契機が産業革命の進展であった｡
他方､復古王制はユニヴェ)I,シテ独占を基本的に維持し､カ下りック
教会は､それが自己の利益と一致する限りにおいて支持を与えた｡しか
し､反教権主義的な教育政策が採用され､世俗権力が常に教育の主導権
を掌握する限り､もはやユニヴェルシテ独占を支持する理由はない｡そ
うして､教会とその傘下にある私教育施設のために､｢教育の自由｣が要
求されることになる｡7月王制期には､徐々に独占の厳格性が緩和され､
自由に有利な状況が生まれてくる｡ しかし､少なくとも7月王制では､
カトリックを満足させるほどの重要な収穫は見当たらない｡なるほど､
後述する1833年のギゾ一法は ｢初等教育の自由｣をもたらしたが､実際
に教会が要求したのは ｢中等教育の自由｣だったのである(16)0
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ここでは､第1の側面､すなわち7月王制期の産業革命の進展による
教育制度への影響の如何について､若干の検討を試みることにする｡
i) 7月王制における産業構造と労働者の状態
フランスは､ほぼ7月王制の成立を画期として､｢第1次｣産業革命期
(およそ1830-1860年)を迎えるとされる(17)｡それは､まず綿業部門を
中核とした繊維工業を起点として展開する｡その後､イギリス産業革令
の展開過程とは異なり､綿業主導の産業革命が本格的に展開される1830
年代に早くも鉄道建設がブームとなり､それに伴う重工業部門 (製鉄業
を基軸とする)の急速な発展が見られる｡なるほど､産業革命は､フラ
ンスの人口の約80%を占める広汎な農民層を基盤として展開される(18)が､
フランスの経済発展を牽引したのは､やはり工業部門である｡こうした
産業革命の展開過程においては､広汎な中小産業資本が拡大する一方､
大規模企業が展開し､フランスの産業革命を主導することになる｡例え
ば､急成長を遂げた綿業部門においては､アルザスの大綿業資本が機棉
制工場創出の先頭に立ち､製鉄部門では､鉱山部門から加工部門までを
包摂する ｢混合企業｣型の少数の大製鉄資本が､鉄道建設と独占的に結
合しながら､中小産業資本に対する優位を確立する｡これら少数の大規
模な上層資本集団を支援して､｢資本主義の寡頭制的進化の金融的支柱｣
としての役割を果たしたのが､オート･バンクである(19)0
このように7月王制下では､中核となる大規模産業資本によって産莱
革命が主導され､ロートシルト(Rothschild)家を中心とするオートバ
ンクによる金融支配体制 (｢金融封建制｣)が貫徹された｡この時期は､
確かに､資本主義の急速な発展と技術の進歩によって特徴づけられる0
フランス産業革命の本格的展開期には､生産の集中と機械技術の導入が
進行した(20)｡しかし､フランスの産業革命の歩みは､イギリスと比べは
るかに緩慢であった｡近代経済社会の成立はなお困難であり､19世紀を
通じて､フランスの工業を特徴づけるものは､18世紀型の半手工業的労
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働の分散家内工業などの古い形態と､集中工業の近代的形態との併存で
ある｡後者で雇用されているものは､1848年には全工業労働者の25%で
しかなく､工業プロレタリアートは旧来からの手工業者の群れに埋没し
ている状態であるとも言え､依然として1個の労働者階級をなすには至
っていなかったく21)0
そのため､パリの労働者の手によって行われたはずの1830年の革命は､
｢ブルジョワ寡頭支配｣(22)という逆説をもたらした｡そこでは､プロt/
クリアの人間としての権利が尊重されることはない｡制限選挙制の採用
は､彼らの参政権を否定する｡機械化の進行が熟練労働を不要なものと
することにより､男性労働者に比して安価な労働力である女性や子ども
が､資本家の新たな搾取の対象として浮かび上がる｡しかも､そこには､
男性労働者の劣悪な賃金体系の結果として､女性や子どもが生活の維拷
に不可欠な副収入を得るために､工場や鉱山労働に向かわねばならない
という悲惨な循環がある｡1840-1845年の調査によれば､労働現場にお
ける女性の割合は､食品産業では37%､出版業では20%､木綿紡績工場
では16%､綿織物産業では33%､ガラス工場では17%に及んだ｡また､
ある県では､60,000人の労働者のうち13,000人が子どもであった(23)0
1841年3月22日に､工場における児童労働を規制する法律が成立した｡
8歳未満の子どもの雇用と､12歳未満の子どもの夜業が禁じられた｡労働
時間は､8-12歳の子どもにつき､1日15時間から12時間に戻された｡し
かし､別言すれば､8-12歳の子どもは､1日に12時間も労働するのであ
る｡12歳以上のものは15時間労働で､彼らは夜業をすることも可能であ
った｡しかも､この法律は全く実効性がなかった(24)｡こうした経済的な
体制の下で､･民衆教育の飛躍的な進歩を期待することは無意味である｡
普通選挙が導入される第2共和制において､広汎な民衆層が国政の場に
姿を現すとき､ようやく､真に本格的な民衆教育の再編成が日程に上る
ことになる｡
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ii) 支配層における民衆教育への関心
にもかかわらず､1830重代以降の産業革命は､フランスの教育を急速
に変化させる条件を創出したと言いうる｡貴族階級を駆逐して支配階級
とな.った保守的な大ブルジョワジーにとって､大衆の無知を放置するこ
とは自分たちの利益への脅威を生み出すことであった｡7月王制下で頻
発した労働争議や民衆蜂起が､それを裏づける｡ゆえに､ブルジョワジ
ーの利害を貫徹するため､政治的 ｡社会的保守主義が掲げられ､立案君
主制の維持､社会秩序の維持が彼らの最優先課題となる｡民衆の粗野な
精神を陶冶し､ブルジョワジーの利害に見合うように民衆を教育しなけ
ればならない｡結局､初等 ｡中等教育の発展の必要性がブルジョワジー
の意識に上ったのは､人間や学問への愛着からではなく､経済的 ･社会
的な利害からであった(25)｡
もっとも､民衆の教育と支配階級の教育とは､厳然と区画された｡氏
衆が無制限に社会的なヒエラルキーを上昇するようでは困るのである0
したがって､教育の組織化は､中 ･高等教育については支配階級のため
に､初等教育は民衆のために行われる(26)｡ただし､労働現場で下層労働
者を統括する役割を担う中間管理職を育成する必要性が生じたため､初
等段階と中等 ･高等段階の教育の間に､中間的な教育段階が創設される
ことになる｡それにより､民衆の上昇をせき止めながら､ブルジョワジ
ーが必要とする人材を確保できるのである｡後述するように､これは､
1833年法(ギゾ一法)において｢上級初等学校｣(ecoleprimairesuperieur)
として実現する｡
〔ⅠⅠ〕1830年憲章における ｢教育の自由｣と初等教育の非宗教化
i) 1830年憲章における ｢教育の自由｣
1830年憲章第69条は､次のように規定している｡｢以下に掲げる諸事項
に関しては､別々の法律により､かつ可能な限り最も短い期間で､J曝次
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必要な処置がとられる｡--･8.公教育および教育の自由｣(IIserapourvu
successivementpardesloissさpareesetdamslepluscourtdelai
possibleauxobjetsquisuivent:･--8oL'instructionpubliqueetla
libert芭del'enseignement)｡この規定の原型は､プレアール (Breard)
が提出した憲章の法案にある｡そこでは､｢代議院は､別々の法律により､
かつ可能な限り最も短い期間で､順次必要な処置をとることが不可欠で
あると宣言する｡･--8.公教育および教育の自由｣と規定されていたく27)0
貴族院も代議院も､そこに手を加えない｡こうして､憲章に ｢教育の自
由｣が規定されることになる｡ しかし､この自由は法律の制定を待って
実施されるものである以上､依然として､公教育は現行の諸法令の規刺
に服したままである｡
)レイ=グリモー(Louis-Grimaud)によれば､新しい憲章の作成に関与
したリベローによって貴章に組み込まれたこの規定は､いかなる点に浴
いても､カトリックの手になるものではない(28)｡既に述べたように､復
古王制の大部分の期間を通じて､(ごく稀な例外を除き)カトリックは｢教
育の自由｣を要求していない｡彼らはその必要性を少しも感じていなか
った｡逆に､｢教育の自由｣が法律上明確に承認されれば､キリスト教教
育にとって危険な事態が出来すると考えていた｡少なくとも1828年まで
はそうであ草｡1828年のオルドナンスがカトリックの教育権を侵害する
ものと考えられるようになって､カトリックはこれを攻撃し始める｡か
くして､カトリックとリベローは､同じ手段で異なる目的を追求するに
至る｡しかし､教権主義に反対するリベローは､無制限な自由を要求す
るわけではない｡カトリックとの対立は不可避である(29)0
それゆえ､憲章の ｢教育の自由｣は､7月革命の自由主義と反教権主
義のアマルガムから生み出されたものと言えるかもしれない｡すなわち､
憲章69条は､｢子どもが宗教教育を受けるのを期待する親に味方すること
を目的とはしていない｡むしろ､---教育の領域で教会と闘うこと､そ
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してまた､生徒に､宗教を憎悪する教育か､さもなければ､少なくとも
中立な教育を行う学校を設立することを目的とするものであった｡確か
に､立法者が用いた文言の一般性のゆえに､教会とその信者は､69条か
ら利益を引き出すことができることになろう｡しかし､この法文は､--
カトリックの請願を認めるためではなく､むしろ彼らの反対者の請願に
応えるために､憲法に組み入れられたのである｣ (30)0
i) 初等教育における非宗教化政策の展開
7月革命直後のフランスでは､反教権主義運動の暴風が吹き荒れてい
た｡教育の領域でも非宗教化が促進される｡政府は､教会の影響力の削
減を企てる｡修道会学校への助成金を減額し､特に､復古王制によって
教会に与えられた諸特権を制限しようとする｡これらの措置が国家の影
響力の拡大と一体のものであったことは､確認しておいてよい｡
a) 学校監督 1828年4月21日のオルドナンスによって設置さ
れたアロンディスマン委員会は､1816年2月29日のオルドナンスのコン
セプトを受け継ぎ､強力な学校監督権限を有していた(31)｡同委員会には､
教会の代表として､主任司祭と､司教が任命する委員2名が含まれてい
る｡この点が問題とされ､1830年10月16日のオルドナンス(32)が司教の任
命する委員を廃止する｡委員会に席を占める聖職者は主任司祭だけとな
る｡教会は､地方委員会における影響力の大半を喪失するに至った｡た
だ､これでも自由主義的な議員には不満である.例えば､ペ トウ(P芭tou)
は､｢主任司祭が彼の教会で精神的なるものを引き受けるのは結構だ｡し
かし､市町村長と委員会こそが､公教育に関するすべての権力を付与さ
れるべきであり､それにより､国家のために良き市民を育成すべきなの
である｣と述べ(33)､主任司祭がアロンデイスマン委員会から排除されね
ばならないとするが､これは受け入れられなかった｡
b) 証明書の交付 自由主義的な議員からは､｢人物証明書｣
(certificatdebonnesvieetm∝urs)と ｢宗教教育証明書｣(certificat
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d'instructionreligieuse)の即時廃止も要求される｡議会における激論の
末､･1831年3月12日のオルドナンス(34)により､主任司祭が交付する｢宗教
教育証明書｣が廃止され､｢人物証明書｣は市町村長のみが交付するもの
とされた｡かくして､司祭は学校に関する活動手段をすべて喪失するこ
ととなった｡｢1830年の革命は､教師を主任司祭の監督から解放したので
ある｣ (35)0
C) 修道士の特権廃止 1819年の妥協により､修道士に対して､
教育資格証書の交付要件に関する特権(試験の免除､忠順証の確認のみ)
が認められた｡反教権主義の世論はこの点を問題にし､1831年4月18日の
オルドナンス(36)が､かかる特権を廃止した｡
こうして､諸特権を喪失した教会は､ユニヴェルシテからの離脱を加
速する｡｢教育の自由｣を求める人々の間には､憲章の規定を盾に､無認
可で学校を開設しようとするものも現れた｡自由主義カトリシスム(37)の
機関紙である日刊紙『アヴニール』(Avenir)のグループに属するラコル
デール(Lacordaire)､モンタランベール(Montalembert)､ド･クー(de
Coux)は､1831年6月､学校の違法開設のかどで罰金刑に処される｡しか
し､その後､政府は宗教政策を転換する｡情勢の変化により､政府は敬
会の支持を取りつけようとする｡
〔ⅠⅤ〕ギゾ一法への道一抵抗派政府の教育政策とクーザン報告-
i) 7月王制の政治的転換期 :抵抗派政府の登場とその教育政策
1831年3月13日､ラフイットが解任され､カジミー ル-ペリエ内閣が成
立する｡運動派から抵抗派への政権交代である｡公教育大臣のポストも､
バルト (Barthe)からモンクリグェ (Montalivet)に移る｡
a) 反教会闘争の鎮静化 ペリエ内閣は､対内的には改革運動
の阻止と秩序の維持を優先課題とした｡経済不況に苦しむリヨンで起こ
った絹織物工の蜂起を弾圧した事実 (1831年11月末)が､それを象徴的
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に示している｡カジミール=ペリエとモンタリヴェは教会に接近し､反体
制勢力である｢正統王朝派｣(16gitimiste)から教会を引き離し､体制へ
のカトリックの支援を取りつけようとする｡体制維持のために秩序の力
(-教会)が必要であると考えられたのである｡政府と宗教団体の和解
により､修道会学校に対して助成金が支給される｡修道会学校を世俗学
校に転換する市町村は､ますます少なくなる｡1830年には修道士に反対
していた諸都市も､修道士を呼び戻したり､削減していた助成金を元の
額で復活させたりする｡市町村長 ｡県知事 ｡アカデミー 長といった公職
にある人々が修道会学校を称賛し､その教師に賛辞を贈るようになる(38)0
b) 国家による教育支配の強化- 抵抗派は､教育の完全卑自由
を実現することなど少しも考えていなかった｡彼らはユニヴェルシテを
擁護し､国家による教育支配に執着を示す(39)｡初等教育支配への国家意
思は､予算の増額措置として具体的に現象する(40)｡運動派政府の下での
初等教育予算は､復古王制末期に決定された年額30万フランである｡そ
れが､抵抗派政府における1831年の予算では70万フランになり､1832年
には100万フラン､1833年には150万フランにまで増額された(41)｡また､
無認可学校の開設を非難し､ユニヴェルシテ組織の強化を図るべく､ア
カデミー 長に対し､公教育に関する現存の諸立法は､憲章の ｢教育の自
由｣規定にもかかわらず､その効力を維持している旨の通達が出された(42)0
そのほか､教師の教育活動そのものに対する国家の指導力を強化すべく
師範学校 (芭colenormale)の増設が進められ､さらに､初等教科書への
規制を通じて､フランスのすべての学校における教育の画一化が促進さ
れることになる(43)0
ii) 初等教育に関する諸法案の提出とクーザン報告の意義
既に1831年1月､運動派政府の公教育大臣バルトが初等教育法案を譲
会に提出していたが(44)､抵抗派政権の下でも､引き続き初等教育の組織
化が志向されることになる｡抵抗派は､7月革命で見せつけられた労働
13
法政論常一一｢第9号(1997)
者の実力が再び発動されないよう､それを抑制し､また､フランス西部･
南部で影響力を保っている正統王朝派と農村民衆との関係を切断する必
要があると考える｡しかも､社会的騒擾が頻発し､体制にとって危険な
社会理論が流布する(45)からには､安定した社会秩序を緊急に確立しなけ
ればならない｡そのとき､民衆への支配の浸透は､初等教育を通じて行
われるべきであった｡
1831年10月､抵抗派と運動派の双方から､初等教育の組織化に関する
法案が提出される｡ 抵抗派からは､公教育大臣モンタリヴェによる政府
法案､他方､運動派からは､フランスで相互教授法 (enseignement
mutuel)の普及に努める ｢初等教育協会｣(Soci6t昌pourl'instruction
さlementaire)(46)のメンバーであるラス-カーズ (Las-Cases)による法
案である｡モンタリヴェ法案が､政府の配慮を反映した保守的な方針を
示したのに対し､これに失望した運動派が､憲章によって付与された発
議権を用いて提出した自前の法案がラス-カーズ法案である｡それらには
2つの共通する特徴が兄いだせる｡第1に､公的な初等教育が創設され
ていること (市町村立学校の設置)､第2に､｢初等教育の自由｣が承認
されていること (私立学校の承認)である(47)0
しかし､1833年の初等教育立法 (ギゾ一法)に対する影響という点で
は､ドイツの教育事情を視察した後に提出された､ヴイクトル ｡クーザ
ンの報告書 (1832年)(48)が最も重要である｡
ターザンは､公教育が堅固に組織されるべきであるとする｡市町村は
初等学校を設置し､教師に給与を支払うべきである｡｢教育の自由｣につ
いて彼は､それに反対すべきでも依存すべきでもないという態度をとる｡
ただし､教師のリクルートは､私企業に委ねるべき性質のものではない｡
初等学校の管理 ｡運営は､専ら地方当局 (県)の任務である｡新たに設
ける初等教育祝学官がこれを補佐する｡学校の監督は日常的に行われる
べきものである｡ターザンは､カントン委員会の代わりに､市町村委負
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会と県委員会の設置を提案する｡初等教育が成功するには､良質の教節
とたくさんの師範学校が必要である｡師範学校の設置は県の義務である｡
クーザンは､ドイツのように2種類の学校の設置を提案する｡一方は､
単純な基礎知識を全体に与えるもの｡他方は､将来の職業にそれを必要
とする人々 (だけ)に補充的な知識を与えるものである｡後者での教育
は､高等な知識は要しないが､農民や労働者よりも広汎な教養を必要と
する人々に不可欠な知識に及ぶ｡単純な初等学校とコレージュの間を蘇
介する教育施設を要求する声がフランス全土からわき上がっている､と
ターザンは言う.最後に､クーザンは､道徳なしの教育も､宗教なしの
道徳もありえないと考える｡聖職者を初等教育から追放することは有害
である｡キリスト教の教義は民衆教育の基盤となるべきである｡彼は､
学校に主任司祭を呼び戻すことを提案する｡
クーザン報告には､後に見るギゾ一法の予兆が随所に現れている｡ギ
ゾ一法は初等教育k対する国家関与の意思を明確に表明するが､それは
多くの点でターザン報告の立法的実現であったと言ってよいoクーザン
は､初等教育が国務となるべきであるという思想を正当化する｡すなわ
ち､初等教育が､一般的 ･公共的利益から必要とされる点で国家により
保障されるべき活動､つまり ｢公役務｣(servicepublic)として組織化
されるべきことを提案する｡ 実際､彼は､抵抗派政権の周囲にあって､
教育に対する国家干渉を最も強く支持する人物であった(49)0
〔Ⅴ〕ギゾ一法 (1833年6月28日法)の成立-その制定過程における諸争
点-
ここでは､まず､行論にかかわる範囲で､ギゾ一法の内容を素描する｡
その後に､法制定過程において問題とされたいくつかの点につき､検討
を加えることにする｡
i) ギゾ一法の概要
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公教育大臣ギゾ-(Guizot,FranGOis-Pierre-Guilaume)(50)の名を冠
せられる1833年6月28日の法律すなわち｢初等教育に関する法律｣(Lo主sur
l'Ⅰnstructionprimaire)(51)は､｢初等教育およびその日的｣､｢私立初等学
校｣､｢公立初等学校｣､｢初等教育行政機関｣の全4編 (25条)から構成
されている｡
亭ず､第3条は｢初等教育の自由｣を宣言するものとされる｡｢初等教
育は､私的または公的である｣(L'instructionprirdaireestouprivをeou
publique)｡この基本的な区分に従い､第8条では､｢公立初等学校とは､
その全部または一部が､市町村､県または国家によって維持される学校
である｣と規定される｡私立初等学校については何の定義も与えられて
いない｡したがって､第8条の反対解釈により､公共団体によって維拷
されない､つまり (教会のような)私的な団体または個人によって維持
される学校が､私的であるということになろう｡学校の維持のための収
入源によるこうした区別は､ギゾ一法以後の19世紀の諸法律 (たとえば
フアルー法)に再び兄いだされることになる｡この原則は､｢公立学校に
は公費を､私立学校には私費を｣という定式によって表現される(52)0
第2編は､私立初等学校の教師の資格要件 ｡欠格事由や､その不行防
に対する制裁手続に関する諸規定からなる｡私立初等学校の関東要件は
次の通りである｡｢満18歳以上の個人は誰でも､学校を経営しようとする
市町村の長に､事前に以下のものを提出することのみを条件に､初等敬
師の職業に従事し､かつ､あらゆる任意の初等教育施設を経営すること
ができる｡- ①設立を希望する学校の段階に応じた､試験により取得
された能力資格証書､②資格取得者が､その道徳性につき､教育に従事
するに相応しいことを証明する証明書｡当該証明書は､3年を遡りその
者が居住した市町村の長または諸市町村のそれぞれの長によって､市町
村会の3名の議員の証明にもとづき､交付される｣(第4条)｡第5条が
欠格事由を規定し､体刑または名誉刑に処された者､窃盗 ･詐欺などで
16
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有罪を宣告された者が､その対象となる｡前2条に違反した者は､軽罪
裁判所に起訴され､罰金刑か､再犯の場合には禁固刑に処される｡ 学校
も閉鎖される(第6条)｡私学教師は､不行跡または不道徳を理由に､そ
の職務の行使を禁じられることがある (第7条)｡ただ､結局のところ､
私立学校の開設は実に単純な作業となった｡能力資格証書と道徳証明普
さえあれば､原則的に学校の開設が認められる｡従来の開設認可は廃止
された｡
公立初等学校について｡ 市町村は､単独で､または隣接する市町村と
連合して､少なくとも1校の基礎初等学校を設置しなければならない(第
9条1項)0｢それまで市町村に観念的に課されていた､学校を開設する
義務が､これ以後､現実のものとなった｣(53)｡ただし､特例として､･国
家が公認した宗派によって開設された学校は､市町村立学校として､公
教育大臣により認可されることができる (同2項)0
教育段階は2つに区分される｡｢基礎初等教育｣(instructionprimaire
618mentaire)と｢上級初等教育｣(instructionprimairesuperieure)で
ある (第1条)｡教育内容について､前者は､｢道徳･宗教教育､読み方､
書き方､フランス語と計算の諸要素､法定度量衡制度｣を必ず含むもの
とされた｡｢道徳･宗教教育｣が含まれている点で､教育内容の世俗性原
則が顧慮されていない｡ただし､第2条では､｢子どもの宗教教育への参
加に関する家父の要望は､必ず考慮されかつ受け入れられる｣とされ､
宗教教育に関する親の選択権 (親の良心の自由)に対する配慮が見られ
る｡
他方､｢上級初等教育｣は､｢基礎初等教育｣より多様で広汎な知識を
必要としていた都市住民のためのものであった｡人口6,000人以上の市町
村は､｢上級初等学校｣(ecoleprimairesuperieur)の設置義務を負う(第
10条)｡そこでの教育は､｢幾何学およびその日常的な応用の諸概念､特
に線画および土地測量術､生活に応用される物理学および博物学の諸概
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念､歌唱､歴史および地理の諸要素､並びに､特にフランスの歴史およ
び地理の諸要素｣(第1条)を必ず含むものとされた｡この最低限の必修
科目を越える分については､各市町村が上級初等学校のプログラムに対
する裁量権を有する｡
教師の養成も重要視されている｡ギゾ-は､｢教師自身の教育は､明ら
かに､民衆教育に関する法律の最も重要な対象の1つである｣ (54)とし､
｢最良の法律､最良の教育､最良の教科書は､その利用を委ねられる人々
が､完全な精神と自分の任務に対する意識をもたない限り､また､彼ら
自身が､一定程度の熱情と信仰をそこにもたらさない限り､取るに足り
ないものだ｣(55)と記している｡教師の養成は師範学校により保証される｡
師範学校では､民衆出身の教師は､知識と教育学の素養と､職務の行使
に必要な知的 ｡道徳的な良質の習慣を身につけることができる｡後に自
分の村落に戻った教師たちは､｢権力が､今や専ら徴収官や警察署長､憲
兵を通じて影響力を及ぼしている人民の間で｣､｢道徳的な影響力｣を及
ぼすであろう(56)｡ギゾ一法は､ドイツに倣って､師範学校制度を義務化
した｡｢県は､単独で､または､1つもしくは複数の隣接する諸県と適合
して､1校の初等師範学校 (ecolenormaleprimaire)を維持する義務
を負う｡県議会は､この学校の維持を保証する手段に関して決定する｣.
(第11条)｡
教育行政機関については､第4編で､市町村の ｢地方監督委員会｣
(comitをlocaldesurveilance)､｢アロンデイスマン委員会｣(comit6
d'arrondissement)､試験を専門に行う機関として ｢初等教育委員会｣
(commissiond'instructionprimaire)が設置された｡｢地方監督委員会｣
には､カトリックの主任司祭またはプロテスタントの牧師が､｢アロンデ
イスマン委員会｣には､カトリックの主任司祭と､それ以外のキリスト
教各宗派の聖職者が含まれていた｡これらの新しい教育行政機関の設置
は､議会審議の段階で､緊迫した議論を引き起こすことになる｡
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i) ギゾ一法の審議過程における諸争点
4つの点について検討する｡｢教育の自由｣､教育の義務 ･無償､教育
内容､初等教育の監督機関の4点である｡
a) ｢教育の自由｣について 憲章で約束された ｢教育の自由｣
を実現すべきであるという点で､別言すれば､教育独占を排斥するとい
う点で､大きな意見の食い違いはない｡私立学校開設の自由は､コンセ
ンサスを得ている(57)｡ただし､絶対的な自由も支持されない｡教育にお
ける混乱と人々の間で生じうる対立を回避し､初等教育を遍く普及させ､
私学教師の道徳性と能力を確実に保証し､私立学校に加えて広汎な公立
学校のネットワークを設けること､これが国家の不可欠な活動であると
思われたく58)0
b) 教育義務および教育の無償について ドイツで十分な効果
をあげていた教育義務については好意的な空気もあった｡しかし､ギゾ
-は次のように考える｡すなわち､フランス人にとって､家族の領域に
公権力が踏み込むことは受け入れがたい｡彼らは､革命期の最も晴渡と
した時期 (1793年)を想起させる強制を非難するだろう､と｡ギゾ-は
言う｡｢私が注.冒するのは､教育義務は､これまで実際に自由をあまり求
めない国民のもとでしか存在しない､ということである｡--自由な人
民の崇高な自尊心や､世俗権力と教権 (pouvoirspirituel)相互の強い独
立性は､家族の内部への国家の強制的な作用を甘受することは難しい｣｡
彼はこう続ける｡｢---啓蒙された理性とか当を得た利害関心の影響力を
当てにすることや､その効果を期待しうることは､自由な国民の特性で
あり名誉である｡--私は､修道院または兵営の刻印を残している諸規
定をほとんど重視しない｡私は､初等教育に関する私の法案から強制を
徹底的に排除したし､私の協力者で､そこに強制を導入してもらおうと
粘る者はいなかった｡それにいくらか未練を感じていた人々でさえ､そ
うであった｣ (59)0
19
法政論革- 第9号(1997)
完全な無償制は､ギゾ-が立案した当初の法案において既に排斥され
ていたく60)｡ギゾ-は言う｡｢公立学校において､初等教育は絶対的に無償
であり､実際に､国のすべての子どもに国家によって与えられるのであ
ろうか｡それは寛大な諸精神の理想である｡1791年憲法において､立憲
議会は､『すべての市民に共通で､かつ､すべての人にとって不可欠な教
育の部分に関して無償の公教育が創設されかつ組織される』と宣言して
いた｡国民公会は､この原理を維持し､教師の最低限の報酬を1,200リー
ヴルと定めていた｡経験は､--これらの約束の空虚さを証明した｡国
家は､初等教育をすべての家族に提供し､かつ､それに対価を支払えな
い家族に初等教育を与えなければならない｣ (61)｡ 要するに､無償の適用
範囲は貧困者に限定されるのである｡これに対する異論はほとんどない｡
C) 教育内容について 2つの問題が解決されるべきであった｡
1つは､｢宗教教育｣の導入の問題であり､もう1つは､初等教育が扱う
知識の範囲の問題である｡ 最初の点については､容易にコンセンサスが
得られた｡ギゾ-は宗教教育を不可欠なものと考える｡その協力者もそ
うであった｡｢道徳･宗教教育｣は､当然に教育プログラムに存在すべき
ものであった(62)｡第2点について｡ギゾ一法では､｢基礎初等教育｣と｢上
級初等教育｣の区分が行われていた｡これは､ターザン報告が推奨して
いたドイツのシステムから着想されたものであったが､ギゾ-とその協
力者にとって､それは､｢2つの暗礁｣(deux6cueils)(63)を巧みに回避す
るアイディアにほかならない｡一方で､教育程度が過度に高まれば､敬
養のつき過ぎた若者が農業や工業の現場を離れ､生産を破壊し､社会的
上昇への志向によって社会的安定を動揺させる危険性がある｡ 知識の無
限定的な拡張は非難されるべきである(64)｡しかし他方で､過度に圧縮さ
れた初等教育には弊害もある｡間口の狭い教育は､産業革命の開始によ
り高まった社会的･経済的な需要に応えることができず､単に識字能力
があればいいというだけでは済まない勤め人 ･職人 ･職工長といった戟
20
フランス公教育制度の史的形成における自由と国家 (4)一一今野
労人口を育成するに至らないのである(65)｡この両方の危険を回避するた
めに､ギゾ-は､初等教育と中等教育の中間に位置する教育段階を創設
したのである｡
d) 初等教育の監督機関について 学校監督機関の設置につい
て､ギゾ-は､国家と聖職者という2つの権威を連結しようとする｡ギ
ゾ一によれば､｢そうした一仕事 〔初等学校の監督〕には､国家とその諸法
律のように､一般的かつ恒常的な権威の､または､教会とその自警団
(milice)のように､遍在する恒常的で道徳的な権威の影響力が必要であ
る｣｡また､｢民衆教育が普及し､かつ堅固に樹立されるためには､国家
と教会の作用が不可欠である｣(66)｡しかし､ユニヴェルシテと聖職者に
対する学校の独立性を守ろうとする世論が有力に存在しており､それは
多くの国会議員も共有していた｡ギゾ一によれば､国会の内部では相変
わらず執粉に､｢教会と国家に対する､不信感とほとんど敵意の感情｣が
現れていた｡｢特に学校において危供されていたのは､司祭と中央権力の
影響力であった｣ (67)0
ここでは､学校監督への教会の関与をめぐる議会審議の概要を見てみ
よう(68)｡主任司祭を地方監督委員会 (市町村に設置)の構成員とする政
府案は､代議院では多数の反対に遭遇する｡例えば､政府案に反対する
運動派のエシャセリオー(Eschasseriaux)は､聖職者を委員会の常任メ
ンバーとする政府案は聖職者に特権を付与するものであり認められない､
と主張した(69)｡これに対して､ギゾ-は次のように反駁する(70)｡すなわ
ち､学校監督委員会から聖職者を排除することは､教育プログラムの冒
頭に道徳･宗教教育を組み入れている法第 1条を空文に帰すものであり､
立法上のナンセンスである｡危倶されるように､反体制的な聖職者が礼
会秩序や社会制度にとって危険な存在になりうるとしても､委員会の内
部に聖職者を取り込んだ方が､外部で有害な影響力を発揮されるよりも､
より危険は少ないであろう｡ま'た､｢外部よりも内部で戦う方がずっとい
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い｣ と｡ しかし､代議院は政府案を斥け､学校の監督権を市町村長と市
町村会に移転する議会委員会案を採択した｡.
ところが､貴族院では､主任司祭を常任メンバーとする市町村の監管
委員会が復活させられた(71)｡この点につき､例えば､プレイサック伯(le
comtedePreissac)は次のように説く(72)｡すなわち､聖職者の排除はデ
イレンマ(dilemme)に逢着する｡というのは､聖職者の影響力が強力で
あれば(実際､地方では依然強い彪響力を保っている)､彼らを排除して
明確に敵対させることは得策ではないし､他方､彼らの影響力が弱いと
いうのであれば､何ゆえ彼らを排除しなければならないのか説明できな
いからである.要するに､｢地方監督評議会から司祭を排斥しない方がO
いばかりでなく､司祭に当該機関の一員となるよう直接要請する必要性
がある｣と｡
代議院での再審議においては､運動派の議員たちが､市町村長に学校
の監督権を､市町村会に教師の推薦と懲戒権を委任する提案を再び捷起
した｡そこでは､教会と司祭への不信感が強く表明された｡例えば､ロ
ーランス (Laurence)は､復古王制期に養成された聖職者は ｢祖国の利
益に反する精神｣を吹き込まれており､教皇権至上主義を信奉する､か
ような聖職者たちは委員会から完全に排除すべきであるとし､とう結請
づけた｡｢主任司祭は､自分自身ローマ司教 〔-教皇)の代理をする､そ
の司教を代理するだろう｡諸君は､---その柄はローマに､切っ先は至
る所にある剣を､軽率にも研ぎ澄ますばかりだったろう｣ (73)｡しかし､
反対は斥けられ､聖職者に地方監督委員会の席を用意するギゾ一法へと
至る｡
〔ⅤⅠ〕ギゾ一法と7月王制における初等教育政策の意義
ギゾ一法は､ギゾ-自身が初等教師に宛てて出した通達において､｢諸
君､この法律は真に初等教育の憲章である｣ (74)と誇らしく述べているよ
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うに､7月王制の支柱たる1830年憲章に規定された ｢教育の自由｣を実
現するとともに､初等教育の全般的な体系化(75)を試みたものとして､重
要な意義をもつものであったと言える｡ギゾ一法が､その後の初等教育
の量的発展に発条を与えたことも確かであろう(76)｡しかし､より重要な
ことは､1833年法が､大革命以降のフランス近代教育史における決定的
な転換点と同時に出発点としての役割を果たした､ということではなか
ろうか｡現代にまで承継されるフランス教育のプロトタイプが､そこで
形作られる｡｢公役務｣として全面的に公教育を制度化しようとする国家
意思の原初的形態 ｡萌芽を､そこに見て取ることができる｡
i) ギゾ一法の特色 :義務 ｡無償 ｡ライシテについて
ギゾ一法では､教育義務が否認され､無償制は部分的に承認されるに
とどまり､ライシテ (la'1citさ)は考慮されていない.
議会審議において､教育義務の実定化を要求する者はいない｡国家千
渉を最も有力に説いたクーザンでさえ､フランスでは教育義務を受け入
れる精神的 ･習俗的素地ができあがっていないという理由から､それは
不可能であるとする｡既に見たように､ギゾ-も､強制の契機を峻拒す
る自由主義の立場で教育義務に反対する｡しかし､教育義務は､真にチ
どもの就学を実効あらしめるための有力な武器ではないのか｡もっとも､
ターザン報告に現れたドイツの厳格な教育義務(77)のような形態はもとよ
り､国家が親の学校選択権を奪うような制度は､親とその背後にいる敬
会の力を考えれば､フランスでは実現可能性をもたなかったであろう｡
教育義務に親和的な共和派の弱体性も関係があるのではないか｡また､
教育義務否認の背景には､当時の産業革命の展開に応じて､発達途上の
資本主義が安価な労働力を欲していたという経済的な事情があったとの
指摘もある(78)0
無償制は限定的である｡ギゾ-は､初等教育が､｢すべての子どもに対
する国の厳格な負債｣(79)であると言う｡それは､フランス革命期にしぼ
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しぼ見られたフォーミュラ.と言い回しは同じでも､国家による絶対的な
無償制の確立や教育義務の樹立を合意するものではない.国家の｢負債｣
である初等教育の無償制は､畢覚､学費を支弁できない子どもだけに認
められる恩恵でしかない｡代議院に上程された政府法案の提案理由(80)に
おいて､ギゾ-は､教師に対する固定給の支払いは相当な額に上るはず
だし､教育費を支払える者がそれを負担しないというのは不正であると
して､教育費を支弁しえない者についてのみ無償が認められると述べた｡
また､ギゾ一によれば､｢上級初等教育は､より裕福な階層のためのもの
であるから､無償である必要はない｣｡
ライシテの否認もト ギゾ一法の顕著な特徴である｡｢道徳 ｡宗教教育｣
が教育内容の冒頭に位置づけられている｡ギゾ一によれば､｢民衆教育｣
(1'instruction populaire)は､｢人民に対する正義｣であるとともに､
｢社会のために必要なもの｣でもある(81)｡このように考えられる教育は､
根本的に宗教的であらねばならないとギゾ-は言う(82)｡敬度なプロテス
タントであるギゾ-の､人々の幸福を願う気持ち(83)をそこに否定すると
すればそれは不当であろうが､体制イデオローグとしての彼の主目的は
別にある｡ 彼にとって､人々の啓蒙を通じて体制秩序の維持を図るとい
う政治的な要請に応えるために､宗教的要素の介入が不可欠なの′である｡
i) ギゾ一法における初等教育の ｢自由｣の実相
ギゾ-は､法案の提案理由の中で､｢我々の第 1の配慮は､憲章の精神
および明確な法文に従い､完全な教育の自由を復元することであらねば
ならないし､また復元することであった｣ (84)と述べている｡ 明らかにこ
れは彼の真意ではない｡ギゾ- (および純理派)は､自由主義を貫徹す
ることなど考えてはいない(85).純理派は､保守主義的であるということ
と､中央集権化を選好するという点で､リベローとは著しく立場を異に
する(86)｡徹底した自由主義の立場からは､完全な ｢教育の自由｣が要求
される｡しかし､自由の制度とは､結局､アナーキズムの源泉にすぎな
24
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い.国家には統一性が必要であり､統一性を生み出すものは国家(政府)
である｡ 自由主義的な見解によれば､中央集権化は専制の同義語である
が､ギゾ一にとって､それは文明化の中核をなすものとして推奨される
べきものである｡フランスは､絶対王制に始まったこの作業を完遂して､
国民的な統一性を完成すべきである(87)｡そのために､国家が教育制度を
構築し掌握することが要求される｡ギゾ一によれば､初等教育の組織化
と普及は7月体制の安定をもたらす｡1833年法が国民による知識の獲得
を促進するのは､専ら地方的利益を考慮するからではない｡｢それは国家
自身のためであり､公益のためでもある｡というのも､自由は､あら珍
る状況において､理性の声を聞き入れるほど十分に啓蒙された人民の中
でしか保障されず､また正当なものとはならないからである｡普遍的な
初等教育は､秩序や社会的な安定性の保証の1つである｡--知性を発
達させ､知識を普及させることは､立憲君主制の支配と継続を保障する
ことなのである｣ (88)0
国家が組織する初等教育制度を通じ､社会秩序 ｡社会構造の固定化を
図り(89)､もって統治体制の安定を実現する.かかるギゾ- (および純理
派)の政策意図を実現するために必要な教育とは､宗教的な教育である｡
ギゾ-は言う｡｢知性の発展が素晴らしいのは､それが道徳的｡宗教的な
発展に結びつけられるときである｡ それは秩序 ｡規則の原理となる｡そ
れは同時に､社会にとって繁栄と栄華の源泉なのだ｡しかし､道徳的 ｡
宗教的な発展から切り離された知性の発展は､倣慢､不服従､エゴイズ
ム､そしてその結果､社会にとって危険の原理となる｣(90)O代議院での
法案審議の際､｢公民教育｣の導入が提案された(91)｡そこでは､子どもへ
の体制イデオロギーの注入という政治目的が､暗黙裡にまたは公然と提
示されていた.ギゾ-ら政府サイドは､これを拒絶するOギゾ-らは｢公
民教育｣を排斥して(92)､｢道徳･宗教教育｣だけで足りるとする(93)｡体制
保障のための教育は､秩序の維持と鹿従を教え込む ｢道徳 ｡宗教教育｣
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によって十分貫徹されると考えられている｡
ギゾ-は､学校教育における教会のプレゼンスを要請する｡｢初等学校
において､宗教の影響力は習慣的に提示されるべきである｡もし司祭が
教師を信用しないか､または教師から離れるならば､もし教師が自らを､
司祭の忠実な補佐者としてではなく､自立的なライバルと見なすならば､
学校の道徳的な価値は失われるとともに､やがて危険なものになる｡--
私が初等教育を創設するために当てにしたのは､国家と教会の卓越した､
かつ統一された活動であった｣(94)｡教会とは､国家を補助する道徳的権
力である(95)｡しかし､それ以上ではない｡国家は教会の影響力を利用し
ようとする｡ また､7月体制の初発から反体制派であったカトリック教
会を体制内化することも考えられていたであろう.ギゾ-は､いつ反体
制の姿勢を明確にするか知れない聖職者に対抗する､民衆教化の幣導者
として､学校教師を位置づける(96)｡ギゾ一にとって､学校教師は､｢世俗
的な聖職者｣(cler°la'ic)(97)として体制のイデオローグになるべきであ
る｡｢聖職者に対する教師の独立性｣が保障されねばならない(98)｡だが､
それは｢国家に対する教師の独立性｣ではない｡なるほど､｢教育の自由｣
が宣言され､私立学校を開設するのは非常に容易になった｡しかし､シ
ャルル･フルリエが指摘するように､｢にもかかわらず､学校がいったん
開設されたならば､自由は完全なものではない｡市町村委員会およびア
ロンデイスマン委員会は､私立学校を含めたあらゆる学校の監督を行っ
ていた｡監督は､教育価値にさえ及んでいた｡私立学校は､もはやユニ
ヴェルシテには統合されない｡しかし監督には従属したままである｣(99).
ii) ｢精神の支配｣と国家の干渉
ギゾ-はし1833年7月18日付けの教師宛の通達において､以下のように
述べている｡
｢教師は､その学校を､セクトまたは党派の精神に開放しないよ
うに注意すべきである｡また､家庭の助言の権威に､子どもを言わ
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ば反逆させるような宗教的または政治的な教理でもって､子どもを
教育しないように注意しなければならない｡同様に､それなくして
は普遍的な秩序が危機に瀕する､道徳および理性の永遠の諸原理を
宣伝するとともに強固にすること､そして､若者の心に､年齢と熱
情によっては少しもかき消されない美徳と名誉の種子を深く投じる
ことに専念するため､社会を動揺させる一時的な紛争を超越しなけ
ればならない.神への信仰､義務の神聖さ､父権への服従､諸法律｡
君主 ｡万人の諸権利に対する尊重｡教師は､そういった諸感情を発
達させるよう努めるのである｡教師が､その会話または手本によっ
て､子どもの心の中で､財産に対する崇拝の念をぐらつかせる恐れ
は2度とないであろう｡憎悪または報復の言葉によって､教師が､
言わば同じ国家の内部で敵対する国民を創るような盲目的な偏見を
子どもに抱かせることは2度とないであろう｡教師が学校において
推持する平和と融和は､もし可能であれば､来るべき諸世代の落ち
着きと統一性を準備するに違いない｣ (100)0
ここに明らかなように､ギゾ-は､現存の社会秩序の維持を図るため
に､また､基本的な体制価値の普遍的な浸透を図るために､学校教育(そ
の担U字としての教師)とOうルートを利用するのである｡ そして､そ
れにより究極的に実現されるものこそは､｢国民統合｣であろう｡社会階
級という側面でも､また､地方的 ｡宗教的 ･言語的な側面でも､当時の
フランスは分裂 ･対立していたOかかる困難を克服して､統一された社
会秩序と普遍的な体制価値を貫徹することが必要であった/.この点で､
革命精神に反対するギゾ-といえども､フランス革命期に革命のイデオ
ローグが直面した課題意識を共有せざるをえない.読み書き･計算とい
った､漠然とその経済的な有用性が感じられる基礎的なノウハウを教育
することも必要であるが､それ以上に､1つの言語と共通の諸原理を教
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え込み､注入するために､幼い頃から諸個人を掌握することが必要だと
する意識がそれである(101)｡フランス革命以後､政府の統治政策の中心に
位置づけられるもの､それは､ギゾ-自身の言葉では､｢精神の支配｣(le
gouvernementdesesprits)(102)である｡初等教育システムは､その最も
重要な要素である｡
7月王制の体制イデオローグであるギゾーは､国家の権利を放棄する
ことなど考えてもいない ｡ 反体制の旗を掲げる正統王朝派からその信奉
者を切り離し､部分的にせよ利益を与えてカトリックを7月体制に引き
入れることで､右からの脅威に対処し､他方で､ようやく成熟し始めた
労働者階級や共和派の運動が志向する社会的な共和制やデモクラシーの
理想から社会を遠ざけることで､左からの脅威を回避することが､7月
体制の必須の政策課題である｡それを実現するために､ギゾ-は教育を
利用しようとする｡国家権力は､教育にそうした利益を期待するのであ
るが､そのような教育は､国家権力自身によって引き受けられ､かつ演
制されるべきである｡それがギゾ-の基本方針である.ギゾ一法の ｢教
育の自由｣は､憲章とリベローが彼に譲歩を強いた結果にすぎない(103)0
ギゾ一にとって､国家 (政府)だけが､真に社会的利益に立脚し､国
民的利益を実現することができる｡(もっとも､そこにいう利益とは､彼
が社会の指導階級にしようとした中産階級の利益にすぎないのではある
が｡)社会的同一性･社会的紐帯は､国家が作り出すものである｡社会は
多様であっても､社会を建設する国家は統一されていなければならない｡
ゆえに､集権化こそが推奨されるべきである｡かかる集権国家こそが､
教育システムの目的を決定すべきである｡そのとき､教育とは支配の辛
段にほかならない(104).したがって､ギゾ-は､｢教育の自由｣よりもユニ
ヴェルシテを信頼する｡｢私は､私の構想および努力を次の3点に絞り込
む｡すなわち､ユニヴェルシテを維持すること､その傍らに自由を確立
すること､諸党派および諸精神の状態が､その適正かつ有効な解決を不
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可能なものとしていた種々の問題を先延ばしにすることである｡私は､
ユニヴェルシテ､その組織およびその教育施設を､それ自体有益で､か
つ重要な既成事実として採用した｡かかる既成事実は､改良されえたし､
憲法体制に適合させられねばならなかったが､再び議論に付する必要の
ないものであった｣(105)｡確かに独占は存在しない｡しかし､ギゾ-の教
育システムは､国家干渉の論理を深く刻印されている｡ギゾ一法は､自
由を認めるものというよりも､むしろ逆に､｢国家の学校｣(宜coled'丘tat)
を生み出す目的をもっていたと言えよう(106)0
集権的国家による ｢公役務｣としての公教育の組織化､それとパラレ
ルな､教育 (学校)に対する支配と教育 (学校)を通じての支配､とい
う教理が､7月王制以後の諸体制を貫流するであろう｡第3共和制のフ
ェリー法によるフランス近代公教育制度の確立も､ギゾ一法の基盤を皮
外視しては考えることはできないであろう｡先に､ギゾ一法がフランス
近代教育史における決定的な転換点であると同時に出発点だと述べたの
は､こうした意味においてである｡
【註】
(1)7月王制期の教育法制･教育政策に関して論じた邦語文献としては､佐藤英一
郎 ｢フランス資本主義の成熟段階における教育の諸特質｣海後勝雄･広岡亮蔵編･
近代教育史ⅠⅠ(誠文堂新光社 ･1954年)67頁以下､梅根悟監修 ･世界教育史研究
会編 ･世界教育史大系10-フランス教育史ⅠⅠ(講談社 ･1975年)30貢以下 〔志村
鏡一郎執筆)､阿部重孝著作集第7巻(欧米学校教育発達史)(日本図書センター･
1983年)153貫以下､早田専政 ｢オルレアン政府の初等教育政策に関する一研究｣
法学新報92巻1･2号 (1985年)87貢以下､宮脇陽三 ｢フランス7月王政期におけ
る中等教育制度の世俗化過程についての一考察｣仏教大学研究紀要76号 (1992年)
33貢以下､小山勉 ｢フランス近代国家形成における学校の制度化と国民統合-7
月王政･第2共和政期を中心に-｣法政研究59巻3･4号 (1993年)293頁以下など
がある｡
(2)Duguit,L.,Monnier,H.,Bonnard,R,Lesconstitutionsetlesprincipaleslois
politiquesdelaFrancedepuis1789,7e弘,Paris,L.G.D.J.,1952,p.170.
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(3)中木康夫 ･フランス政治史 (上)(未来社 ･1975年)55-56貢｡
(4)服部春彦 ｢フランス復古王政･7月王政｣岩波講座世界歴史19-近代6〔近代
世界の展開ⅠⅠ〕(岩波書店･1971年)48貫｡実際､オルドナンスによる選挙法改正
の結果､まず､①1820年法が設けた直接選挙を基本とする二重投票制度(300フラ
ン以上の納税者たる選挙人全部からなるアロンデイスマンの有権者と､高額納税
者たる選挙人の4分の1からなる県の有権者がそれぞれ直接投票を行い､さらに､
後者のみが別に議員を選出する)は､アロンディスマンの有権者が選出する候補
者から県の有権者が選挙するという間接選挙へと変更されるなど､事実上､4分
の1の富裕な有権者だけが政治的権利のすべてを握るものとされたoまた､(卦選
挙権の資格要件である納税額につき､地租 (不動産税)などが専ら考慮されるこ
とになり､窓税や事業免許税が除外されたことで､商人や卸売商､自由業の職に
ある者などが排除された｡これは大土地所有者層に極めて有利な制度であると言
える｡
(5)Morabito,M.etBourmaud,D.,Histoireconstitutionneleetpolitiquedela
France(1789-1958),3e色d.,Paris,Montchrestien,1993,p.199.
(-6) 7月革命は｢銀行家の革命｣とも言われる(中木･前掲､59貢)｡ラフイットは､
｢これからは銀行家の天下になるだろう｣と言った (カール･マルクス著 ･中原
稔生訳 ･フランスにおける階級闘争 〔大月書店 ･1960年〕32貫)｡
(7)MorabitoetBourma'ud,op.cit.,p.203.
(8)中木 ･前掲､83頁｡
(9)Duguiteta1.,op.°it.,p.194ets.
(10)1814年憲章の修正に関し､ギゾ-はその 『回想録』(Mさmoires)の中で次のよ
うな不満を漏らしている訂憲章にもたらされた修正について､そのうちのいくつ
かは､有用であるよりはむしろ有害であると思われた｡他のいくつかは時期尚早
であった｡必要だと判断されえたのは､ほんの2､3にすぎない｡革命の直後に
宣言された､憲章の完全な固定という方針が､国の安寧と並んで諸自由のために､
非常に高く評価されたのは確かである｡しかし､誰もあえてそれを提案しなかっ
たのである｣｡Guizot,Fr.,M6moirespourservirえ1'histoiredemomtemps,t.2,
p.23,citeparRosanvalon,P.,Lamonarchieimpossible,lesChartesde1814et
de1830,Paris,Fayard,1994,pp.118-119.
(ll)MorabitoetBourmaud,op.°it.,pp.199-200.
(12)中木 ･前掲､60貢｡
(13)Capitant,R.,L`Rさgimesparlementaires",inMをlangesR.CarrをdeMalberg,
Paris,EdouardDuchemin,1977,p.37.
(14)Ibid.,p.40ets.なお､樋口陽一 ･議会制の構造と動態 (木鐸社 ･1973年)5貢
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以下を参照｡君主の地位が名目化するにつれて､二元型議院内閣制から一元型議
院内閣制への移行が生じる.-元型議院内閣制とは､行政権が君主 (または大統
領)から実質的に内閣に移転し､内閣は専ら議会に対してのみ責任を負う (議会
の信任にのみ依存する)というタイプの議院内閣制である｡-元型議院内閣制に
おける君主の地位の名目化は､君主を､統治に何らの影響も及ぼさないものとし､
また､彼に単なる装飾または国民統合の象徴としての役割しか付与しないであろ
う｡しかし､フランスに議院内閣制を導入した7月王制の下では､国王の役割は
依然として大きい｡｢君主は君臨すれども統治せず｣という定式は受け入れられず､
ルイ=フィリップは､ギゾ-の｢王位は空虚な玉座ではない｡王権は単なる機械で
も､動かない機械でもない｣という定式に則って王権を強化する (cf.Pralot,M.
etBoulouis,J.,Institutionspolitiquesetdroitconstitutionnel,lle6d.,Paris,
Daloz,1990,p.427)｡また､モーリス ･ジャ1)ユ (MauriceJalut)は､君主の
地位の名目化は､憲章の精神に違背するものであると言う｡Jalut,M.,Histoire
constitutionneledelaFrance,t.2,Paris,宜d.duScorpion,1958,p.83.
(15)Cf.Fourrier,Ch.,L'EnseignementfranGaisde1789え1945,prgcisd'histoire
desinstitutionsscolaires,Paris,Institutp6dagogiquenational,1965,pp.103-
105.
(16) ｢中等教育の自由｣は､第2共和制下の1850年に､いわゆる ｢フアルー法｣に
よって確立される｡7月王制当時､｢中等教育｣を支配しようと努める教会に対し
て､ユニヴェルシテとその支持者が ｢中等教育｣を教権的な企図から保護しよう
とする｡そのとき､｢初等教育｣は､教権主義者･反教権主義者の双方にとって2
次的な問題にすぎない､との指摘がある (Buisson,F.(dir.),Dictionnaire de
p6dagogieetd'instructionprimaire,t.2,Paris,Hachette,1888t,p.1582)0 (これ
に対し､クリスチャン･こクは､初等教育の振興はリベローと反教権主義者の一
致した主張であり､その点で､彼らはユルトラや教権主義者と区別されると言う｡
Nique,Ch.,Commentl'Ecoledevintuneaffaired'Etat,Paris,Nathan,1990,p.
74.)｢教育の自由｣の要求について､ルイ=ダリモーは次のように述べている｡｢教
育･学習する権利の支持者が､初等教育の自由の行使を明確に求めることは､決
してなかった.教育の自由､それだけが一般に彼らの要求の対象であった.この
自由の授与を求めるとき､彼らは､その考え方に従い､中等段階の教育施設で教
鞭をとる修道士や聖職者のために､教育する権利を承認し法規で定めることを要
求したOまた､その選択するコレージュ､つまり､小神学校またはあらゆる種類
の教会学校 (6colesclさricaleも)で子どもを学ばせられるよう望む家族のために､
学習する権利を承認し法規で定めることを要求した｣｡Louis-Grimaud,Histoire
delalibert6d'enseignementenFrance,t.6(LaMonarchicdeJuilet),Paris,
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Apostolatdelapresse,1954,p.20.
(17)例えば､遠藤輝明 ｢フランス産業革命の展開過程｣高橋幸八郎編･産業革命の
研究 (岩波書店･1965年)125貢､服部春彦･フランス産業革命論 (未来社･1968
年)､本池立 ･フランス産業革命と恐慌 (御茶の水書房 ･1979年)119貢以下など
を参照｡
(18)中木 ･前掲､71貢｡
(19)同上､74貢｡
(20)参照､遠藤輝明 ｢フランスにおける資本主義の発達｣岩波講座世界歴史19･前
掲､309貢以下｡
(21)ジョルジュ･デュプ-著 ･井上幸治監訳 ･武本=本池-井上共訳 ･フランス社会
史-1789-1960- (束洋経済新報社 ･1968年)133-134貫｡
J■
(22)cogniot,GリLaquestionscolaireen1848etlalo主Falou又,Paris,Editions
HieretAu5ourd'hui,1948,pAl.
(23)Fourrier,op.°it.,p.135.
(24)Cf.Pierrard,P.,L'igliseetlesouvriersenFrance(1840-1940),Paris,
Hachette,1984,p.81.
(25) ｢教育は生産を増大させる｡教育は､一定の条件の下で､精神的な憲兵隊
(gendarmeriespirituele)の役割を果たしうる｣(Cogniot,op.°it,p.38)0
(26)哲学者でもあり､1840年には公教育大臣を務めたヴィクトル･ターザン(Victor
Cousin)は､1844年に次のように語っている｡｢初等教育は万人のために､中等教
育は少数の人間のために行われる｡この少数の人間は､近代社会の正統な､また
絶え間なく更新される特権階級(aristocratie)である｣｡Discoursdu21avril1844,
cit6parRosanvalon,P.,LemomentGuizot,Paris,Galimard,1985,.p.245.
(27)A.P.,2.S.,t.LXIII,p.53.
(28)Louis-Grimaud,op,cit.,pp.14-15.
(29)｢〔リベローは〕フランスにおける非公認修道会の構成員に対しては､教育する
権利の行使を強く拒否するo宗教問題は､特に教育に関して､カトリックとリベ
ローを分ける越えがたい涛 (foss芭◆infranchissable)である｣(ibid.,p.16)o
(30)Ibid.,pp.17-18.国家干渉を排斥するリベロ一にとって､たとえ反教権主義の
目的を追求するとしても､教育組織が専ら国家によって監督･指導されることは
許されるべきではない｡それゆえ､｢教育の自由｣の体制､つまり自由競争体制の
下で､カトリック教会勢力の影響力を減殺しようということである｡これが基本
的な建前である｡しかし､後述するように､(抵抗派に政権が移行する以前の)運
動派政府の下で既に､国家の役割を強化する決定が行われるのである｡自由主義
の建前にとって､これは解きがたい矛盾であろう (しかも､リベローは中等教育
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については明らかに自由を否認する)｡フランス自由主義の限界がここに露呈して
いる｡なお､ここで引用したルイ-グリモーの指摘に照らせば､リベローは､学校
を､自分たちの思想 (-反宗教)を子どもたちに注入する場として理解している｡
とすれば､リベローが政権を掌握した場合､"自由〟を標梼する国家の下で､"自
由主義的〟(ないし自由促進的)と理解されるイデオロギーが､教育制度を通じて
≠強制〟される危険がないとは言えないであろうO実際､類似の事例は､フラン
ス史上しばしば見られる｡
(31)ごく簡単には､拙稿｢フランス公教育制度の史的形成における自由と国家 (3)｣
法政論叢 (山形大学)8号 (1997年)45貢を参照｡
(32) ｢初等教育委員会を再編成する国王オルドナンス｣(OrdonnanceduRoiqui
prescritlareorganisationdescomit芭sd'instructionprimaire)｡Duvergier,J.
-B.,Colectioncomplさtedeslo主s,dさcrets,ordonnances,rさglementsetavisdu
conseild'宜tat,t.30,2egd.,Paris,Che宕A.GuyotetScribe,1838,pp.216-217.
(33)CiteparNique,op.cit.,p.75.
(34)｢初等教育職資格証書の交付に関する国王オルドナンス｣(OrdonnanceduRoi
relativealad61ivrancedesbrevetsdecapacit6pourlesfonctions
d'instructionprimaire).Duvergier,op.cit.,t.31(1838),pp.59-60.
(35)Gontard,M.,L'enseignementprimaireenFrance,delaRevolutionalaloi
Guizot(1789-1833),Paris,LesBelesiettres,1959,pA50.
(36)｢今後､何人も､あらかじめ､定められた形式において､かつしかるべき筋で､
諸オルドナンスが規定した試験を受けなければ､いかなる呼び名であるにせよ､
初等教師の職務に従事するための資格証書を取得することはできない｣(第1条)0
｢初等教育職従事資格証書の交付に関する国王オルドナンス｣(Ordonnancedu
Roirelative畠ladさlivrancedubrevetdecapacit6pourl'exercicedes
fonctionsd'instructionprimaire)oDuvergier,op.cit.,t.31,pp.198-199.
(37)自由主義カトリシスムについては､例えば､西川知一･近代政治史とカトリシ
ズム (有斐閣･1977年)22貢以下､中谷猛 ｢ラムネの自由主義的カトリシズムと
『未来』新聞｣同｡近代フランスの自由とナショナリズム (法律文化社･1996年)
65貢以下を参照｡
(38)Gontard,op.°it.,pp.472-473.
(39)Ibid.,p.475.
(40)Nique,op.cit.,p.78.
(41)Gontard,op.cit.,ppA58-459.
(42)Ibid.,pp.475-476.
(43)Nique,op.°it.,p.79.
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(44)バルト法案は､1831年1月20日に貴族院に提出された｡法案では､ユニヴェルシ
テの認可の廃止によって初等教育における自由が認められていた｡しかし､ユニ
ヴェルシテには特権が付与され､逆に聖職者の学校統制権はすべて否認された(た
だし教育プログラムの冒頭に宗教教育が位置づけられた)｡市町村に対して､小学
校 1校を設置･維持すること､教師の境遇を改善することが義務づけられていた｡
法案は､多 くが復古王制下に任命されていた貴族院議員たちの強力な反対に遭う｡
彼らは国内で渦巻く反教権主義運動を非難し､司祭を学校の監督から排除するこ
とを拒否した｡この貴族院の態度決定を前に､バル トは2月23日に法案を撤回する
に至る｡cf.Gontard,op.°it.,p,466ets.
(45) ｢すべての土地均分法 (lo主sagraires)のうちで最も単純でかつ分かりやすい
ものを貧困労働者に説教する､人を堕落させる諸理論に対して､防波堤を築くこ
とが我々には緊要であるように見える｣(1833年5月3日『コンステイテユシオネル』
紙)ociteparGontard,op.°it.,p.478.
(46) ｢初等教育協会｣は､初等教育の奨励を目的とする初めての世俗的な団体であ
る｡第 1帝制の下で創設された｢民衆教育委員会｣を前身とし､1815年6月17日に
設立された｡同協会は､イギリスで考案された相互教授法をフランスに導入し､
その普及に努め､相互教授法を採用した学校を設立するなど､フランスの初等教
育を発展させるべく活動した｡｢相互教授法｣とは､最も才能に恵まれた生徒のう
ちの幾人かを補助教員 (moniteur)とし､彼らが､教師の指示に従い仲間の生徒
たちに教育を行うという方法である｡従来の個人教授法に比べ､迅速かつ効率的
で､しかも安価であったため､初等教育の発展に寄与した｡この方法は､1830年
代後半には､すべての生徒が均質な集団を作り共通の教育を受けるという､現代
の学校で採用されてnる方法によって取って代わられることになる.同嘩会のメ
ンバーとしては､相互教授法の発明者であるイギリス人のベル (Bel)とランカ
スター (Lancaster)のほか､ラ･フアイニット (LaFayette)､ラフイット､ギ
ゾ一､ルイ-フィリップ､シャトー ブリアン (Chateaubriand)らがいる｡cf.1'article
≪ENSEIGNEMENT》,≪SOCI宜T豆 poUR LE D宜vELOPPEMENT DE
L'INSTRUCTION 宜L丘MENTAIRE》,in Demnard,D.etFourment,D.,
Dictionnaired'histoiredel'enseignement,Saint-Amand-Montrond,Jean-
PierreDelarge,1981;Lgaud,A.etGlay,E.,L'gcoleprimaireenFrance,t.1
(desorignesえ1afinduSecondEmpire),Paris,LaCiteFrancaise,1934,p.232
ets.
(47)Louis-Grimaud,op.°it.,p.83.
(48).ターザン報告については､Gontard,op.citりpp.48ト484による｡
(49)Nique,op.°it.,pp.92-93.
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(50)ギゾ-は､1787年にニームでプロテスタントの家系に生まれ､1874年に87歳で
この世を去った｡彼の父親は自由主義的な精神をもった弁護士であったが､1794
年に断頭台に送られた.若uときギゾ-は､ジュネ-ヴで学問を修め､次いでパ
リ法律学校に学ぶ｡ラテン語､ギリシア語のほか､いくつかの外国語に通じてい
た.王党派のサロンに通い､1812年､年上のジャーナリスト､ポーリー ヌ･ド･
ムーラン (PaulinedeMeulan)と結婚｡同年､パリの文学フアキュルテの近代
史の教掛 こ任命された.その後､彼は､国家参事官となり､復古王制と､特に7
月王制において､その政治的手腕を発揮した｡1840年から1848年にかけて公教育
大臣と首相を務める｡1849年に亡命先のイギリスからフランスに戻り､歴史研究
に没頭した｡1870年の災難の後､1871年に教育義務への賛意を表明し､1870年に
は高等教育の自由に道を開く委員会を主宰した｡主な著作として､『フランスにお
ける公教育の歴史と現状に関する考察』(1816年)､『回想録』(8巻)､『歴史』､『キ
リスト教に関する省察』などがある(以上の叙述は､Fourrier,op.°it.,pp.106-107
による｡なお､ギゾ-の生涯が要領よくまとめられたRosanvalon,Lemoment
Guizot,p.403ets.も参照)0
(51)Duvergier,op.citリt.33,p.191ets.
(52)Fourrier,op.°it.,p.124.早田専政は､この点について､｢19世紀フランスの教
育立法に共通の特徴として､公私立教育施設の区分が､何よりもまず公費負担の
有無という観点においてなされていることを挙げ､この時代にあっては､公立学
校が公的支出に支えられていたとしても､そのことにより直ちにこれを国家権力
の規律に服せしめることは認められておらず､これら公的教育施設にも､依然と
して､教育の自由の保障は及ぶものと考えられていた点を指摘する｣論者として､
シャルル･フルリエ(Fourrier,Ch.,Dynamiqueinstitutionneledel'enseignement,
D'oavientetoGval'enseignementfranGaisd'aujourd'hui?,Paris,LG.D.J .,
1971,pp.59-61)を挙げている (早田｡前掲､112貢)｡早田は､当時の公立･私立
学校の区分が､｢公費か私費か｣というメルクマールにのみ依拠していたことを根
拠に､たとえ ｢公費の支出｣を伴っても､実質的には私学である教育施設の ｢教
育の自由｣は保障されていたとするようである (｢このような 〔公的〕支出さえ伴
っていれば聖職者がその宗教的理念に従って指導･運営する小学校であっても､
当然それは公立小学校と見なされていた｣〔同上､同貢〕)｡しかし､フルリエは､
そのような議論を展開しているのだろうか｡
フルリ工は､｢公私立教育施設の区分が､何よりもまず公費負担の有無という観
点においてなされていること｣を認める｡｢種々の教育段階に〔公立･私立学校の〕
共存のシステムを徐々に拡大した--･諸法律はみな､確かに､公的な予算で創設
され維持される公立学校と､私的な予算で創設され維持される私立学校を区別し
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ている｡『公立学校に公予算､私立学校に私予算』という格言は､ブルジョワ民主
主義の定数の1つとなっている｣(ibid.,p.61)｡フルリエによれば､｢ブルジョワ
民主主義期｣の ｢教育の自由｣は､｢自治としての自由｣(libert芭IautOnOmie)で
ある (ibidリ p.59,61)｡それは､｢学校を開設する自由のことであり､人々が好き
なことを教える自由のことであるO換言すれば､一定の範囲で､この分野におい
て国家権力から逃れる自由のことである｣｡しかし､この自由を享受するのは､｢公
的･国家的な教育システムに統合されない｣教育施設､つまり､｢私予算｣で賄わ
れる施設だけである｡国家が金を出さない教育施設は､国家の干渉を受けない代
わりに､｢自腹をきらなければならない｣｡要するに､公費負担による教育施設は､
国家の統制に服するということになる｡こうしたフルリエの論理によれば､早田
の意図とは逆に､まさに ｢私立学校｣が公的な負担に支持されているからこそ､
｢公立学校｣として規制を受けるということになるのではないか｡
さらに､私学と言えども､｢教育の自由｣が完全に保障されていたわけではない.
実際､ギゾ一法では､私学の開設に種々の条件が付されており､開業免許を交付
するのは国家である以上､私学の ｢教育の自由｣はそもそも制限されていたはず
である.カトリック党は､この点につき､ギゾ一法の規定する自由は｢人を噂罪
するもの｣であるとし､｢『ユニヴェルシテは､それが片手で与えるように見える
ものを､もう一方の手で引き留めていた』｣と批判する(Buisson,op.cit.,p.1581).
さらに､問題を､フルリエがいう ｢ブルジョワ民主主義｣の時代における諸立法
に拡大する場合､国家は､私学の教育が､道徳や惹法､その他の諸法律などに反
しない限りでそれを公認したのであり､学位の授与に至っては国家独占が貫徹さ
れていた (cf.Fourrier,Dynamiqueinstitutionneledel'enseignement,pp.60-
61)｡また､国家の監督は教育内容にも及んでいた｡
(53)Leif,∫.etRustin,GリHistoiredesinstitutionsscolaires,Paris,Delagrave,
1954,p.150. これに対して､市町村に課された義務には､いかなる制裁も予定さ
れていなかったことを捉えて､それを ｢理論上の義務｣であるとする見解がある
(Chevalier,P.,Grosperrin,B.,Mailet,J.,L'EnseignementfranGaisdela
R芭volutionamosjours,Paris,Mouton,1968,p.71).
(54)Guizot,Fr.,Mさmoirespourserviral'histoiredemomtemps,t.3,Paris,
MichelLをvyFreres,1860,p.66.
(55)Ibidリp.74.
(56)Ibid.,i).67.
(57)私立学校開設の自由については､1回目の代議院審議の際に､ヴァトウ(Vatout)
が問題とした｡ヴァトウは､イエズス会を標的として､｢初等教師および初等教育
機関を紡織しようとす る団体はすべて､市町村会または県会の意見にもとづいて
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発せられ､法令集に登載される国王オルドナンスによって認可されねばならない｣
という条項の追加を求めた｡彼は､有害かつ危険な修道会 (イエズス会)が教育
システムに侵入することを阻止すべきであると言う｡彼の提案する修正条項がな
ければ､｢我々に恩恵として供される法律が1つの危険となりうる｣のであった｡
複数の議員が彼を反駁する｡ド･ラボルド (DeLaborde)は､あらゆる団体､し
たがって､世俗的な団体を種々の手続に服せしめる修正案は､｢教育の自由および
結社の精神への制限｣をもたらすものであり､単に能力と道徳の資格証書の取得
だけを要求する法律のシステムに矛盾するものであると述べたo公教育大臣ギゾ
-は､次のように述べる.すなわち､宗教団体であろうと世俗団体であろうと､
団体は一般に､認可を取得することが義務づけられており､無認可の場合は違法
な存在として取り締まられるから､合法な団体に重ねて認可手続を課す必要があ
るのだろうか､と｡ヴァトウは､セクトの精神の侵入を阻止するのに自分の修正
案は極めて有効であり､それが採用されなければ､｢国の将来を危うくするであろ
う人間たちの団体｣がフランス全土で結成されてしまうではないか､と反論する｡
しかし､法案提案者のルヌアール (Renouard)が､最後に､ヴァトウ修正案は､
｢教育の自由を確立することを目指.す法案の精神､および結社の精神に反する｣
とともに､｢全く無力｣であり､ヴァトウが目指している｢諸結果のうちのどれに
も至ることができない｣として修正案に反対し七O結局､代議院は圧倒的多数で
修正案を否決した｡A.P.,2.S.,t.LXXXIII,p.255ets.
(58)Gontard,op.cit.,pA98.
(59)Guizot,op.°it.,t.3,pp.61-62.しかし､当初の政府法案21条は､明確に教育義
務を規定するものではないが､子どもに教育を受けさせるよう親に促す､暖味な
表現を用いている(市町村委員会は､｢初等教育を家庭で受けていないか､または
受けなかったので､その親の承認があれば､またはその要求にもとづき､公立学
校に就学させられるべき子どものリストを作成する｣)｡しかし､代議院での最初
の審議までの間に､議会委員会が政府法案に修正を加え､そこに落ちていた義務
の影が払拭される(市町村委員会は､｢家庭でも､私立または公立学校でも､初等
教育を受けない子どものリストを作成する｣)oこれがギゾ一法に維持されること
になる (21条)｡
(60)A.Pリ2.S,t.LXXVIII,p.470.
(61)Guizot,op.°it.,t.3,pp.63-64.
(62)ただし､先に見たように､親の良心の自由に配慮したギゾ-は､それを保障す
る規定を挿入したのだった(ギゾ一法の第2条)｡もっとも､かかる規定は暖昧さ
を招く原因となる｡親は､宗教教育に子どもが参加しないことを保証されたであ
ろうか｡また､親には､宗教教育において基幹となる宗派の選択可能性はあった
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のであろうか｡そのような疑問が生じるであろう｡Gontard,op,citりp.501.
(63)Ibid.
(64)ギゾ-は言う｡｢諸法律の目的は､必要なものを与えることであって､可能にな
りうることをかなえることではない｡また､それらの任務は､社会的な力を規制
することであって､社会的な力を一様に刺激することではない｣｡Guizot,op.cit.,
t.3,p.66,
(65)ギゾ-は､｢教育の拡張によって､近代的な生産のために要求される最低限の知
識を備えた労働者をブルジョワジーに供給することに努める｣(Cogniot,op.°it.,
Ipp.48-49)0
(66)Guizot,op.cit.,t.3,pp.68169.
(67)Ibid.,p.70.
(68)なお､国家の関与については､公教育大臣による教師の叙任制度が問題とされ
た｡市町村学校の教師はアロンデイスマン委員会が任命し､大臣が叙任する｡こ
れには､反ユニヴェルシテ勢力から激しい批判が捷起されたが､論争の末､結局
はかかる制度が維持された (1833年法の22条)0
(69)A.Pリ2.S.,t.LXXXIII,p.286.
(70)Ibid.,pp.286-288.
(71)委員会報告の報告者クーザンは､聖職者は学校の監督に不可欠だから委員会の
常任メンバーになるべきだとする｡彼はまた､回避すべき2つの誤りを挙げてい
る｡｢1つは､聖職者の権威に､委員会における議長職と強い影響力を与えること
であり(これは復古王制の誤りだ)､もう1つは､委員会から聖職者の.権威を排除
することである｣(A.Pリ2.S.,t.LXXXIV,pp.53-54)0
(72)A,P.,2.S.,t,LXXXIV,pp.242-243.
(73)A.Pリ2.Sワt.LXXXV,p.175.
(74)Guizot,op.°it.,t.3,p.344.
(75)ただし､ギゾ一法は男子初等教育にのみかかわるO女子教育の整備が進むのは､
ギゾ-後である｡ギゾ-の後継者 (Pelet)の名を冠される1836年6月23日法 (ペ
レ法)によって､女子学校の問題が解決される｡
(76)Briand,∫.-P.etalリL'enseignementprimaireetsesextensions,annuaire
statistique,19e-20esiさcles,Paris,I.N.R.P./宜conomica,1987,p.115,155によれ
ば､公立･私立の初等学校数は､1832年に40,092校であったものが､1846年には63,
028校に増加している｡初等学校の生徒数は､1832年の1,937,582人から1846年には
3,530,135人となり､およそ150万人の増である｡シャルル ･フルリエ (Fourrier,
L'En甲ignementfranGais,pp.1091110)によれば､学校を保有しない市町村の数
は減少する｡1832年に8,000､1837年に5,667､1840年に4,197､1843年に2,400とい
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った具合である｡師範学校に?いては､7月王制は､既存の47校に､1833年に18
校､1834年に8校､1835年に3校を加えた｡ただし､すべての県に師範学校が設
置されるには50年かかる｡7月王制が､教育､特に民衆教育の発展のために力を
注いだことは明らかである｡しかし､就学状況は依然として非常に不規則であっ
た｡非識字者の割合は､1834年～1848年に47%から33%までしか低下していない0
生徒数の増大に見合わないこの数字が､そのことを説明する｡
(77)ターザン報告によれば､プロシアの初等教育の恵章と言うべき1819年の法律は､
5歳から14歳まで子どもを就学させる義務､または､家庭で十分に子どもを教育
したことを証明する義務を親に課していた｡それは､軍事的な徴兵に対応する､
一種の ｢知的･道徳的な徴兵｣である｡教育義務は､義務を拒否する親に対する
制裁措置を予定する法律によって担保されていたoGontard,op.°it.,pp.478-479.
(78)Fourrier,L'EnseignementfranGais,p.107.
(79)A.P.,2.S.,t.LXXVIII,p.465.
(80)Ibidリp.466.
(81)Guizot,op.°it.,t.3,p.56.
(82)Ibidリp.69.
(83)Cf,ibid.,pp.54-55.
(84)A.Pリ2.S.,t.LXXVIII,p.466.
(85)早田専政は､ギゾ-は ｢教育の自由｣の信奉者であったとする (早田･前掲､
113貢)｡しかし､後述するように､そうした見解は妥当ではない｡
(86)Nique,op.°it.,p.110.
(87)Rosanvalon,LemomentGuizot,p.60.
(88)Guizot,op.cit"t.3,pp.344-345.
(89)ギゾ一･純理派を中心に､政府支配層が初等教育政策の基部に据えた主導原理
については､異なる2つの見方がある｡すなわち､①社会階層構造を固定化し､
もって社会秩序および国家秩序の安定を生ぜしめることを企図したものと解する
見方と､②社会の階統秩序原理として能力･業績主義が選択されたという前提か
ら､民衆に社会的上昇への回路を開くことを通じて､支配に対する被支配層の支
持を獲得することを狙ったものと解する見方である｡この立場の相違は､7月王
制を主導した純理派の理論に内在していた矛盾する二面的構造のいずれの側面に
力点をおいて問題を説明するかの違いに対応しているOピエー)I/r･ローザンヴァ
ロン (PierreRosanvalon)が指摘するように､業績 ･能力主義とエリート理論
に支えられる､社会的移動性および社会的上昇を軸とした社会思想と､現存の社
会秩序の変更を社会的混乱と規定し､秩序の保守を教育の任務とする教育観とが､
ギゾ-ら純理派の社会理論内部に矛盾的に存在している (cf.Rosanvalon,Le
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momentGuizot,p.246ets.)0
先の②の立場から､小田中直樹(『フランス近代社会1814-1852』〔木鐸社･1995
年〕の特に第5章 1節､第6章6節)は､｢社会的上昇｣に純理派の統治政策の特
質を兄いだす｡それによると､少なくとも7月王制初期には､支配層により､｢社
会の階統秩序の基準となる原理｣-｢秩序原理｣として､先天的な生まれを秩序原
理とする｢先天性原理｣ではなく､｢能力による地位の獲得｣すなわち社会的上昇
を中核とする｢後天性原理｣が採用されたと見られる｡そのとき､｢初等教育は生
まれの重要性を強調する先天性原理に対抗し､競争による知識の獲得によって民
衆の社会的上昇を実現すべきものとして把鍵かつ支持され､統治政策の中に重要
な位置を与えられる｣(前掲書､283貢)ことになる｡
これに対し､(丑の見方も有力に提示される(例えば､小山勉 〔前掲､309貫〕や
ダグラス･ジョンソン 〔Johnson,D.,GUIZOT,aspectsofFrenchhistory1787
-1874,London:Routledge&KeganPaul/Toronto:UniversityofToronto
Press,1963〕)O特に､ジョンソンは､｢ギゾ一によって構築されたシステムは､社
会に固定したパターンを押しつけようとする企てであった｡教育システムは､ブ
ルジョワジーと貧困階層の二元性(dualism)を招来するとともに､それを強化し
たのであり､それを変えようとするものではなかった｣(p.153)と述べ､小田中
の見解とは明確に対立するように見える｡
本稿も､基本的には､後者(冒頭の区分では①)の立場に同調する｡中谷猛(『近
代フランスの思想と行動』〔法律文化社･1988年〕10-11貢)によれば､ギゾ一に
とって､人間の社会的な不平等性は当然の前提である｡したがって､｢万人の平等｣
という観念は､｢統治活動における政治的向上と社会における均衡のとれた発展に
対する破壊を意味する｣｡平等化の促進は､デモクラシーの危険を招来する｡1832
年の著書におuて､後に公教育大臣となるサルヴァンディ (Salvandy)は､｢デ
モクラシーは､バランスを欠くので､必然的に民衆のアナーキーに至る｣と記し
ている(Salvandy,VingtMoisoulaRevolutionde1830etlesrgvolutionnai.res,
p.59,citeparRosanvalon,Lamonarchieimpossible,p.164)O革命精神に抵抗
し､保守主義の権化となるギゾ一にとって､無秩序としてのデモクラシーに対抗
して社会秩序の維持を図ることは､初等教育の重要な任務となる｡ローザンヴァ
ロンによれば､ギゾ-は､教育の普遍性を要求しなO.教育は､人間の平等を前
進させる道具ではない｡諸能力の不平等に立脚する社会に一貫性を与え､社会的
混乱としてのデモクラシーの危険を予防することこそが､教育の目的である
(Rosanvalon,LemomentGuizot,p.246)0
実際､ギゾ一法における ｢基礎初等教育｣と｢上級初等教育｣の間には､何らの
連結性もない｡中等教育段階との関係も同様である｡ギゾ-の制度は､それぞれ
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の教育段階に妥当する社会階層･階級の差異が当然に前提とされた制度であると
見られる｡その点で､フランス社会は､階層化された状態にとどまることを運命
づけられているO吟)えに､ギゾ-ら純理派の課題意識は､社会的上昇を促進する
ことよりは､むしろ社会秩序･社会階層構造の保守ではなかったかと思われる｡
かかる見方からすると､デモクラシーと連結されず､基本的に階層間の移動性が
制限された社会が(教育制度も同様の構造をもつが)､その発展の契機を大幅に限
定されていたことも当然となろう｡近代国家としての完成を絶えず追求すべき時
期に､それは重大な阻害要因ではなかったか｡だとすると､ギゾ-が (それ自体
不完全な)教育システムを固定化することを選んだのは､重大な政治的過失とい
うべきであろう (cf.Crubelier,M.,L'6coler専publicaine1870-1940,Paris,
Christian,1993,p.39)0
ただし､ギゾ-が完全に社会的上昇の回路を封鎖してuたと考えることは､明
らかに不当であろう｡彼はそれを完全に開放しなかったが､完全に閉鎖すること
もなかった.ただ､回路が非常に狭院だったとuうことであるO桜井哲夫(Fr近
代｣の意味』〔日本放送出版協会･1984年〕58貢)も指摘するように､社会的上昇
の回路､またそのシンボルとして教育システム (学校)が大きな意味をもつよう
になるのは､第3共和制期である｡7月王制期には､それを実現しうる社会的･
政治的背景が存在しなかったのではないか｡デモクラシーは､そのとき回避すべ
きものであったから､貴族的特権が地盤沈下しても､新たな貴族階層-中産階級
が台頭すれば､その特権が社会的上昇の回路に陸路を設けるのではなかろうか｡
また､政治体制が安定を示すことも必要であろう｡第3共和制が初期の浪乱を抜
け出し､全般的な安定期を迎える頃､社会的上昇と教育システムとの結合が実効
化するのだから｡
(90)A.P.,2.S.,t.LXXXIII,p.287.
(91)Ibid.,pp.246-247.
(92)ギゾ-は､｢学校において､道徳･宗教教育の代わりに､公民教育と呼ばれるも
のを導入するとき､まず､道徳および宗教を必要としている子どもに対する重大
な過ちが犯されるであろうし､次には､恐るべき抵抗が引き起こされるであろう｣
(A.P.,2.S.,t.LXXVIII,p.465)と言うO｢公民教育｣が､フランス革命の記憶と
分かち難 く結びついていることが､それを忌避する原因の1つであろう｡事実､
｢1790年から総裁政府の末期まで､諸国民議会によって作成された諸プログラム
のいかなる部分も､それほど異議を唱えられなかったOすべての党派が一致して､
道徳 ･公民教育の必要性を承認する｣(Buisson,op.°it.,t.1,p.399)0
(93)ターザンによれば､｢まさに道徳教育だけが､人および市民を作ることができるo
そして､宗教なくしては､道徳は存在し.ないのである｣(A.P.,2.S.,t.LXXXIV,p.
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49)｡ここに､市民を形成するための ｢公民教育｣と ｢道徳･宗教教育｣の連鎖が
兄いだされることになるのであろう｡
(94)Guizot,op.°it.,t.3,pp.69-70.
(95)Rosanvalon,LemomentGuizot,p.239.
(96)Gontard,op.citリp.493.
(97)Ponteil,F.,Histoiredel'enseignementenFrance,1esgrandesをtapes(1789
-1964),Paris,Sirey,1966,p,202.
(98)Guizot,op.cit.,t.3,p,70,
(99)Fourrier,L'EniseignementfranGais,p.125.
(100)Guizot,op.°it.,t.3,p.348.
(101)RebouトScherrer,F.,Laviequotidiennedespremiersinstituteurs(1833-
1882),Paris,Hachette,1989,p.48.
(102)Guizot,op.citリー.3,p.14.
(103)Nique,op.°it.,p.116.
(104)Cf.Rosanvalon,LemomentGuizot,p.223ets.
(105)Guizot,op.°it.,t.3,p.105.
(106)Nique,op.°it.,p.119.
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